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１． 17 年９月中間期の業績(平成 17 年４月 1日～平成 17 年９月 30 日) 
(1) 経営成績          （注）本個別中間財務諸表の概要及び添付資料中の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

4,729 (  43.6 ) 
3,293  (   ―  ) 

 658 ( △19.5 ) 
818  (    ―  ) 

606 ( △19.9 ) 
758 (   ―  ) 

17 年３月期 10,931 ( 137.7 ) 1,771  (   96.8 )   1,651 （  119.8 ）
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

  357 ( △19.9 ) 
446 (   ―  ) 

1,348.71 
19,882.88 

17 年３月期 963  (  136.6 ) 7,843.01 

 
 
 

(注)①期中平均株式数 17 年９月中間期 265,129 株 16 年９月中間期 22,465 株 17 年３月期 121,250 株 
②当社は、平成 16 年 12 月 20 日及び平成 17 年５月 20 日付で、それぞれ株式１株につき５株及び２株の割合をもっ
て分割しております。 

③会計処理の方法の変更   有 
    ④営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）比増減率 

なお、平成 16 年９月中間期より初めて中間財務諸表を作成しておりますので、同中間期の対前年中間期との比較
は記載しておりません。 

(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

1,000.00 
      0.00 

――――― 
――――― 

 

17 年３月期 ―――――    1,000.00  

(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年９月中間期 
16 年９月中間期 

27,403 
10,760 

  4,861 
4,073 

17.7 
37.9 

18,168.14 
164,507.97 

17 年３月期 20,366 4,629 22.7 35,057.05 
(注) ①期末発行済株式数 17 年９月中間期 267,600株 16 年９月中間期 24,760 株 17 年３月期 131,700 株

 ②期末自己株式数 17 年９月中間期 ― 株 16 年９月中間期 ― 株 17 年３月期 ― 株

 ③当社は、平成 16 年 12 月 20 日及び平成 17 年５月 20 日付で、それぞれ株式１株につき５株及び２株の割合をもっ
て分割しております。 

 

２．18 年３月期の業績予想(平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  営業収益 経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 10,848 1,374 812 500.00 1,500.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 1,490 円 75 銭 

      当社は、平成 17 年 11 月 21 日付で、株式を１株につき２株の割合をもって分割するため、１株当たり予想当期純

利益(通期)は分割を考慮した期末発行済株式数(535,200 株)に基づいて算出しております。なお、中間期末発行済

株式数によった場合には 2,981 円 50 銭となります。 

また、分割考慮前の１株当たり期末配当金は 1,000 円 00 銭、年間配当金は 2,000 円 00 銭となります。 

 
 
８．中間財務諸表等 
業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場
合がありますので、この業績予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えて下さい。なお、上記予想の前提条件、その
他の関連する事項につきましては、当社中間決算短信（連結）の添付資料 11 頁「通期の見通し」及び 12 頁「事業等のリスク」をご覧
下さい。 



 ２

（1）中間貸借対照表 

 

 
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比

（％）
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部) 
 

 

Ⅰ 流動資産 
 

 

１ 現金及び預金 ※２
 

2,701,128 3,844,619  3,322,717

２ 買取債権 ※２
 

6,638,183 15,032,330  11,600,630

３ 買取不動産 
 

701,216 151,704  143,278

４ 繰延税金資産 
 

449,828 587,440  509,511

５ 関係会社短期貸付金 
 

－ 1,622,363  253,026

６ その他 
 

132,550 597,682  462,493

貸倒引当金 △1,052,731 △1,627,033 △1,285,794

流動資産合計 

 

9,570,177 88.9 20,209,108 73.7

 

15,005,863 73.7

Ⅱ 固定資産 
 

 

１ 有形固定資産 ※１  28,563 28,180  28,036

２ 無形固定資産 
 

576 6,338
 

500

３ 投資その他の資産 
  

(1) 関係会社長期貸付金   1,034,068 6,746,666  4,904,949

(2) その他   126,691 413,089  427,051

投資その他の資産合計   1,160,760 7,159,756  5,332,001

固定資産合計   1,189,900 11.1 7,194,276 26.3  5,360,538 26.3

資産合計   10,760,077 100.0 27,403,384 100.0  20,366,402 100.0

   

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３

 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 短期借入金   800,000 2,498,500  1,599,700

２ 1年内返済予定 

長期借入金 
※２  1,974,880 7,225,468  4,961,533

３ 1年内償還予定社債   60,000 60,000  60,000

４ 未払法人税等   440,796 346,463  577,918

５  賞与引当金   29,703 45,181  －

６  その他         148,642 173,615  266,062

流動負債合計   3,454,021 32.1 10,349,228 37.8  7,465,214 36.7

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   180,000 120,000  150,000

２ 長期借入金 ※２  3,030,920 12,071,298  8,119,390

３ その他   21,918  1,062  2,083

固定負債合計  3,232,838 30.0 12,192,361 44.5  8,271,474 40.6

負債合計  

 

6,686,860 62.1

 

22,541,590 82.3  15,736,688 77.3

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   1,665,125 15.5 1,694,325 6.2  1,684,875 8.3

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金   1,451,375 1,480,575  1,471,125

資本剰余金合計   1,451,375 13.5 1,480,575 5.4  1,471,125 7.2

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金   2,060 2,060  2,060

２ 任意積立金   500,000 1,000,000  500,000

３ 中間（当期）未処

分利益 
  454,657 684,834  971,653

利益剰余金合計   956,717 8.9 1,686,894 6.1  1,473,713 7.2

資本合計   4,073,217 37.9 4,861,794 17.7  4,629,713 22.7

負債及び資本合計   10,760,077 100.0 27,403,384 100.0  20,366,402 100.0

                  

 

 
 
 



 ４

（2）中間損益計算書 
 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 営業収益  
 

１ 買取債権回収高 ※１ 2,978,775 4,594,558 9,398,802 

２ その他 314,264 3,293,039 100.0 135,187 4,729,745 100.0 1,533,021 10,931,823 100.0

Ⅱ 営業費用   

１ 債権回収原価 ※１ 1,348,710 2,789,294 6,275,611 

２ その他原価 268,337 1,617,048 49.1 325 2,789,619 59.0 988,609 7,264,221 66.5

営業総利益  1,675,991 50.9 1,940,125 41.0  3,667,602 33.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※２  857,819 26.1 1,281,821 27.1  1,896,148 17.3

営業利益  818,171 24.8 658,304 13.9  1,771,454 16.2

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 6,563 133,411 46,739 

２ 保険配当金収入 1,746 441 － 

３ 匿名組合出資収益 － 10,083 － 

４ 為替差益 － 11,008 － 

５ その他 301 8,612 0.3 623 155,568 3.3 2,400 49,139 0.4

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 49,732 176,426 151,157 

２ 社債利息 2,084 1,616 3,925 

３  新株発行費 11,685 2,602 13,776 

４ シンジケートローン組

成費用 
－ 25,520 － 

５ その他 5,226 68,730 2.1 736 206,902 4.4 － 168,860 1.5

経常利益  758,053 23.0 606,971 12.8  1,651,733 15.1

Ⅵ 特別損失   

１ リース解約損 － － － － － － 18,688 18,688 0.2

税引前中間（当期） 

純利益 
 758,053 23.0 606,971 12.8  1,633,044 14.9

法人税、住民税 

及び事業税 
431,252 339,051 848,798 

法人税等調整額 △119,867 311,384 9.4 △89,661 249,390 5.2 △179,418 669,379 6.1

中間(当期)純利益  446,668 13.6 357,580 7.6  963,664 8.8

前期繰越利益  7,988 327,253  7,988

中間(当期)未処分利益  454,657 684,834  971,653

   

 

 



 ５

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

―――――――― 

 

 

 

（2）デリバティブ 

   時価法 

（1）その他有価証券 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

（2）デリバティブ 

同左 

（1）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 

（2）デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

（1）有形固定資産 

 定率法によっております。ただ

し建物(建物附属設備は除く)につ

いては定額法によっております。

（2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

（3）長期前払費用 

    均等償却によっております。 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

（3）長期前払費用 

同左 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

 

 

 

（3）長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基

準 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額基準に基づき計上

しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

（2）賞与引当金 

同左 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

―――――――― 

４ 収益及び費用の

計上基準 

買取債権回収高及び債権回収原価の計

上基準 

 買取債権回収高は、回収時に回収金額

を計上しております。また、債権回収原

価については、将来のキャッシュ・フロ

ーを見積もることが可能な債権を償却

原価法によって算定し、見積もることが

困難な債権を回収原価法によって算定

しております。 

買取債権回収高及び債権回収原価の計

上基準 

同左 

買取債権回収高及び債権回収原価の計

上基準 

同左 

５ リース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

 

 

 

 

 

 

 



 ６

 

 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方

法 

（1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

（2）ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段   

デリバティブ取引（金利スワッ

プ取引） 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 

（2）ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段   

同左 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 

（2）ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段   

同左 

 ・ヘッジ対象 

市場金利等の変動によりキャッ

シュ・フローが変動するもの（変

動金利の借入金） 

（3）ヘッジ方針 

 資金調達における金利の急激な

変動が損益及びキャッシュ・フロ

ーに与える影響をヘッジすること

を目的としております。 

（4）ヘッジ有効性の評価方法 

  ヘッジ手段の指標金利とヘッジ

対象の指標金利との変動幅等につ

いて、一定の相関性を判定するこ

とにより評価しております。 

・ヘッジ対象 

同左 

 

 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

（4）ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

 

 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

（4）ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

７ その他中間財務

諸表（財務諸表）

作成のための基

本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

 なお、控除対象外消費税等は全額当中

間会計期間の費用として処理しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

 なお、控除対象外消費税等は全額当期

の費用として処理しております。 

 

（会計処理の変更） 
 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

―――――――― （中間損益計算書関係） 

  債権買取先において代理受領により回収され

た債務者からの弁済金及びその対応原価につい

ては、従来、それぞれ買取債権回収高（営業収

益）及び債権回収原価（営業費用）として処理

しておりましたが、代理受領による買取債権回

収高が増加傾向にあることに鑑み、代理受領に

よる回収高の不安定性を期間損益から排除する

とともに当社の直接的営業活動の成果を反映

し、損益計算書においてより適切な経営実態を

表示するため、当中間会計期間から、代理受領

による買取債権回収高（営業収益）及びその対

応原価である債権回収原価（営業費用）を相殺

処理する方法に変更しております。 

  この変更により、従来の方法によった場合に

比べ、買取債権回収高（営業収益）及び債権回

収原価（営業費用）がそれぞれ 489,445 千円減

少しております。 

―――――――― 



 ７

（追加情報） 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

（中間損益計算書関係） 

法人事業税における外形標準課税制度の導入 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15

年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、

平成 16 年４月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中

間会計期間から、「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成 16 年

２月 13 日 実務対応報告第 12号）に基づき、法

人事業税のうち付加価値割及び資本割 9,334 千

円を｢販売費及び一般管理費｣に計上しておりま

す。 

―――――――― （損益計算書関係） 

法人事業税における外形標準課税制度の導入 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15

年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、

平成16年４月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当事

業年度から、「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(企業会計基準委員会 平成16年２月13

日 実務対応報告第12号)に基づき、法人事業税

のうち付加価値割及び資本割15,990千円を｢販売

費及び一般管理費｣に計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ８

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

 

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,628千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

9,859千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

    7,455千円 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金及び預金 452,059千円

買取債権 503,600千円

合計 955,660千円

上記に対応する債務 

１年内返済予定

長期借入金 
705,000千円

長期借入金 961,000千円

合計 1,666,000千円
 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応す

る債務は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金及び預金 111,522千円

買取債権 420,562千円

合計 532,085千円

上記に対応する債務 

１年内返済予定

長期借入金 
533,571千円

長期借入金 1,820,285千円

合計 2,353,857千円
 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応す 

る債務は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金及び預金 418,166千円

買取債権 455,836千円

合計 874,003千円

上記に対応する債務 

１年内返済予定 

長期借入金 
705,000千円

長期借入金 608,500千円

合計 1,313,500千円
 

３ 当中間期中の発行済株式数の増加内訳 

(1)公募増資による増加 

発行株式数 2,500株 

１株の発行価額 900,000円 

１株の発行価格 837,000円 

（総額  2,092,500千円） 

１株の発行価格の

うち資本組入額 

361,250円 

（総額   903,125千円） 

(2)株式分割による増加 

平成16年６月１日付 

分割比率 １：２ 

発行株式数 11,130株 
 

３ 当中間期中の発行済株式数の増加内訳 

(1)新株予約権の行使による増加 

発行株式数 4,200株 

１株の発行価格 4,500円 

（総額   18,900千円）

１株の発行価格の

うち資本組入額 
2,250円 

（総額    9,450千円）

(2)株式分割による増加 

平成17年５月20日付 

分割比率 １：２ 

発行株式数 131,700株 
 

 ３ 当期中の発行済株式数の増加内訳 

(1)公募増資による増加 

発行株式数 2,500株 

１株の発行価額 900,000円 

１株の発行価格 837,000円 

（総額  2,092,500千円）

１株の発行価格の

うち資本組入額 
361,250円 

（総額   903,125千円）

(2)新株予約権の行使による増加 

①平成16年12月20日付分割前（１：５） 

発行株式数 1,410株 

１株の発行価格 25,000円 

（総額     35,250千円）

１株の発行価格の 

うち資本組入額 
12,500円 

（総額      17,625千円）

②平成16年12月20日付分割後（１：５） 

発行株式数 850株 

１株の発行価格 5,000円 

（総額     4,250千円）

１株の発行価格の 

うち資本組入額 
2,500円 

（総額       2,125千円）

（3）株式分割による増加 

①平成16年６月1日付 

分割比率 １：２ 

発行済株式数 11,130株 

②平成16年12月20日付 

分割比率 １：５ 

発行済株式数 104,680株 
 

４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契

約に基づく当中間会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越契約及

び貸出コミット

メントの総額 

1,000,000千円

借入実行金額 △300,000千円

差引額 700,000千円
 

４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これらの契

約に基づく当中間会計期間末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越契約及

び貸出コミット

メントの総額 

5,800,000千円

借入実行金額 △1,650,000千円

差引額 4,150,000千円

 

―――――――― 



 ９

（中間損益計算書関係） 
 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

※１ 債権買取先において代理受領により回収さ

れた債務者からの弁済金が、買取債権回収高

に304,948千円含まれております。なお、対応

する原価については、回収原価法を適用し同

額が債権回収原価に含まれております。 

―――――――― ※１ 債権買取先において代理受領により回収

された債務者からの弁済金が、買取債権回収

高に1,430,717千円含まれております。なお、

対応する原価については、回収原価法を適用

し同額が債権回収原価に含まれております。

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,635千円 

無形固定資産 75千円  

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,404千円

無形固定資産 732千円 

※２ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,462千円

無形固定資産 151千円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １０

（リース取引関係） 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額相当額

(千円) 

中間 

期末残高 

相当額 

(千円) 

器具備品 8,830 6,070 2,759 

ソフトウェア 107,551 24,151 83,399 

合計 116,381 30,222 86,158 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額相当額

(千円)

中間 

期末残高

相当額

(千円)

器具備品 3,050 317 2,732

ソフトウェア 75,368 19,596 55,771

合計 78,418 19,914 58,503
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額相当額

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

ソフトウェア 71,418 11,011 60,406

 

   

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 27,537千円

１年超 59,083千円

合計 86,620千円
 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 18,527千円

１年超 40,622千円

合計 59,150千円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 16,660千円

１年超 44,153千円

合計 60,814千円
 

   

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 8,010千円 

減価償却費相当額 7,687千円 

支払利息相当額 398千円 
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 9,319千円

減価償却費相当額 8,902千円

支払利息相当額 654千円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 

支払リース料 18,784千円

減価償却費相当額 17,999千円

支払利息相当額 1,143千円
 

   

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期の配分方法については、利息

法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

 

 

・利息相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

 

 

・利息相当額の算定方法 

同左 

―――――――― （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

―――――――― 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 １１

（有価証券関係） 

 
前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 (１株当たり情報)  
 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １２

 (重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当社は、平成16年10月５日開催の取締役会によ

り、下記のとおり株式の分割を決議いたしまし

た。 

(1) 分割の方法 

平成16年10月31日の最終株主名簿及び実質

株主名簿に記載された株主の所有株式数を１

株につき５株の割合をもって分割する。 

(2) 分割により増加する株式の種類 

普通株式 

(3) 分割により増加する株式数 

平成16年10月31日最終の発行済株式数に

４を乗じた株式数とする。 

(4) 株式分割の日 

平成16年12月20日 

(5) 配当起算日 

平成16年10月１日 

 なお、前期首に当該株式分割が行われたと仮

定した場合における１株当たり情報の各数値は

それぞれ以下のとおりであります。   

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日)

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 

32,901円59銭 

１株当たり純資産額 

13,783円00銭 

１株当たり中間純利益 

3,976円58銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 

3,597円67銭 

 

 

 

 

 

１株当たり当期純利益 

3,895円46銭 

なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益については、

新株予約権の発行を

しているものの、当

社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録し

ていないため期中平

均株価が把握できま

せんので、記載して

おりません。 

  
 

当社は、平成17年８月４日開催の取締役会に

より、下記のとおり株式の分割を決議いたしま

した。 

(1) 分割の方法 

平成17年９月30日の最終株主名簿及び実質

株主名簿に記載された株主の所有株式数を１

株につき２株の割合をもって分割する。 

(2) 分割により増加する株式の種類 

普通株式 

(3) 分割により増加する株式数 

267,600株 

 

(4) 株式分割の日 

平成17年11月21日 

(5) 配当起算日 

平成17年10月１日 

 なお、前期首に当該株式分割が行われたと仮定

した場合における１株当たり情報の各数値はそ

れぞれ以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日) 

１株当たり純資産額 
8,225円40銭

１株当たり中間純利益 
994円15銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
899円42銭

  
当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 
9,084円07銭

１株当たり中間純利益 
674円36銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
658円67銭

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 
8,764円27銭

１株当たり当期純利益 
1,960円76銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
1,831円46銭

  

１ 当社は、平成17年２月14日開催の取締役会に

より、下記のとおり株式の分割を決議いたしま

した。 

(1) 分割の方法 

平成17年３月31日の最終株主名簿及び実質

株主名簿に記載された株主の所有株式数を１

株につき２株の割合をもって分割する。 

(2) 分割により増加する株式の種類 

普通株式 

(3) 分割により増加する株式数 

131,700株 

 

(4) 株式分割の日 

平成17年５月20日 

(5) 配当起算日 

平成17年４月１日 

 なお、前期首に当該株式分割が行われたと仮

定した場合における１株当たり情報の各数値は

それぞれ以下のとおりであります。 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日)

当事業年度 

(自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 

6,891円50銭 

１株当たり純資産額 

17,528円53銭

１株当たり当期純利益 

1,947円73銭 

１株当たり当期純利益

3,921円51銭

なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益については、

新株予約権の発行を

しているものの、当

社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録し

ていないため期中平

均株価が把握できま

せんので、記載して

おりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

3,662円91銭

 
 
  
 
 
 

 

 

 

 



 １３

 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

 (自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

 
 ２ 当社は、平成17年５月30日開催の取締役会及

び平成17年６月21日開催の定時株主総会特別決

議に基づき、業績向上に対する意欲や士気を一

層高め、また、優秀な人材を確保することを目

的とするストックオプションとして、商法280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、次のと

おり新株予約権の発行を行います。 
(1) 発行の対象者 

新株予約権発行時における、当社取締役会

が指定する当社、当社の子会社及び当社の持

分法適用関連会社の取締役、監査役、顧問及

び従業員 

(2) 株式の種類 

普通株式 

(3) 株式の数 

合計1,000株を上限とする。 

(4) 行使時の払込金額 

 新株予約権を発行する日の属する月の前月

の各日の東京証券取引所における当社普通株

式の終値の平均値に1.10を乗じた金額（1円未

満の端数は切り上げる）に新株予約権１個当

たりの目的たる株式の数を乗じた金額とす

る。 

(5) 行使期間 

  平成19年7月1日～ 

平成22年6月30日 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １４

【参考資料】 

 

１株当たり指標遡及修正値 

 １株当たりの指標の推移（平成 16 年３月期～平成 17 年９月期） 

①修正前の原数値 

連 結 

第３期 第４期中間 第４期 第５期中間 
項 目 

平成 16 年３月期 平成 16 年９月期 平成 17 年３月期 平成 17 年９月期

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期（中間）純利益 38,859.88 19,896.30 8,327.66 4,300.95 

１株当たり株主資本 137,743.45 164,481.22 35,495.93 21,309.12 

期末（中間）発行済株式数 11,130 24,760 131,700 267,600 

個 別 

第３期 第４期中間 第４期 第５期中間 
項 目 

平成 16 年３月期 平成 16 年９月期 平成 17 年３月期 平成 17 年９月期

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期（中間）純利益 38,954.62 19,882.88 7,843.01 1,348.71 

１株当たり株主資本 137,830.04 164,507.97 35,057.05 18,168.14 

１株当たり（中間）配当額 ―   ― 1,000.00 1,000.00 

期末（中間）発行済株式数 11,130 24,760 131,700 267,600 

 

決算短信に記載されている１株当たり指標を平成 17 年９月中間期の数値を 100 として、これまでに実施し

た株式分割に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

 

②修正後の数値 

連 結 

第３期 第４期中間 第４期 第５期中間 
項 目 

平成 16 年３月期 平成 16 年９月期 平成 17 年３月期 平成 17 年９月期

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期（中間）純利益 1,942.99 1,989.63 4,163.83 4,300.95 

１株当たり株主資本 6,887.17 16,448.12 17,747.97 21,309.12 

期末（中間）発行済株式数 222,600 247,600 263,400 267,600 

個 別 

第３期 第４期中間 第４期 第５期中間 
項 目 

平成 16 年３月期 平成 16 年９月期 平成 17 年３月期 平成 17 年９月期

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期（中間）純利益 1,947.73 1,988.29 3,921.51 1,348.71 

１株当たり株主資本 6,891.50 16,450.80 17,528.53 18,168.14 

１株当たり（中間）配当額 ―   ― 500.00 1,000.00 

期末（中間）発行済株式数 222,600 247,600 263,400 267,600 

（注）①平成 16 年９月期に株式分割を実施 

・効力発生日 平成 16 年６月１日に１：２の分割 

②平成 17 年３月期に株式分割を実施 

・効力発生日 平成 16 年 12 月 20 日に１：５の分割 

③平成 17 年９月期に株式分割を実施 

・効力発生日 平成 17 年５月 20 日に１：２の分割 

④１株当たり当期（中間）純利益は株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

⑤「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 14 年９月 25 日 企業会計

基準第２号）によって遡及修正しております。 

⑥平成 16 年９月期が中間連結財務諸表及び中間財務諸表作成の初年度であるため、それ以前について

は中間連結財務諸表及び中間財務諸表を作成しておりません。 


